




 
(注)  １ 取締役 大島正稔、相澤正俊および丸山好一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま

す。 

２ 監査役 豊田愛祥および三輪徹は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と業務執行機

能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は８名で、上記記載の八反田 博、月方宏彦、木本 誠、矢光重敏、三田昌弘、寺岡眞治の６

名の他に、中島哲二（ＩＴソリューション事業本部長）、山田和男（keyCOMPASS事業本部長）で構成

されております。 

   ４ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総 

     会終結の時までであります。 

   ５ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総 

    会終結の時までであります。 

   ６ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総 

     会終結の時までであります。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

グローバル化の進展や企業価値重視の経営という流れの中で、企業におけるコーポレート・ガバナン

スの重要性はますます高まっております。こうした中で、当社グループといたしましても、コーポレー

ト・ガバナンスを経営上の重要課題の一つとしてとらえ、経営環境の激しい変化に対応すべく、経営の

効率化・意思決定の迅速化や、経営監督機能を充実させるため各種施策に取り組んでおります。 

なお、当社グループのコーポレート・ガバナンス体制の概略は以下のとおりであります。 
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(2) 内部統制システム基本方針策定 

会社法および会社法施行規則に基づき、以下のように、業務の適正を確保するための体制整備の基本方

針を策定いたしております。 

  

①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

役職員が法令および定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を遂行するため、取締役会は「役

員・従業員行動規範」を制定する。また、その徹底をはかるため、経営管理室においてコンプライアン

スへの取組みを横断的に統括することとし、同室を中心に教育等を実施する。 

監査室は、コンプライアンスの状況を内部監査し、その結果を定期的に取締役会および監査役会に報

告する。なお、代表取締役社長へは内部監査規程に従い随時報告を実施する。 

役職員の法令違反ないし不正行為に関する情報提供を促進する手段としては、ヘルプライン（内部通

報制度平成18年４月１日設置）を利用する。 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存および管理につき全社的に統括する責任者を

取締役の中から任命し、会社が定める文書管理規程に従い、職務執行に係る情報を文書または電子媒体

に記録し保存させる。代表取締役社長は情報セキュリティに関するガイドライン、個人情報保護に関す

る基本方針を定め、その周知・徹底を行う。 

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

リスクの収集、評価ならびに全社的対応をはかるため、リスク管理規程を制定する。同規程において

は、リスク管理担当役員を任命し、リスクカテゴリーごとの責任部署を定め、グループ全体のリスクを

網羅的・総括的に管理する。リスク管理担当役員は、リスク対策等の状況を検証し、その有効性、改善

点などを随時、代表取締役、取締役会、監査役会に報告する。 

監査室は、責任部署ごとにリスク管理の状況を内部監査し、その結果を定期的に取締役会および監査

役会に報告する。なお、代表取締役社長へは内部監査規程に従い随時報告する。 

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は取締役会を原則毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役、執行役員の業務執行状況の

監督などを行う。また意思決定最高機関としての経営会議、数値目標の管理と業務遂行状況を監視する

事業執行会議、グループ子会社の経営状況を監視するグループ戦略会議を毎月１回実施し業務の効率

性、適法性を確保する。 

⑤当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

子会社については、当社が指名する役員および使用人を取締役ないし監査役に選任させ、毎月実施す

る取締役会において業務の適正を確保するとともに、グループ戦略会議の場で子会社間の情報交換およ

びコンプライアンスに関わる課題の対処を行う。 

監査室は、当社および子会社の業務状況を内部監査し、内部監査規程に従い随時、代表取締役社長へ

報告を行う。 

⑥監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその

使用人の取締役からの独立性に関する事項 

現在、監査役職務を補助すべき使用人は存在していないが、監査役もしくは監査役会からの要請に応

じ、補助すべき使用人を選任することとし、当該人事については、取締役と監査役が協議を行い決定す

る。なお、補助人の人事異動、人事評価等については、監査役の承認を得るものとする。 

⑦取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 
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常勤監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、取締役会のほか、経営

会議、事業執行会議、グループ戦略会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重

要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役、または使用人からその説明を求める。 

取締役は、監査役に対し法定の事項に加え会社に重大な影響を及ぼす事項、へルプラインによる通報

状況およびその内容を報告する。 

また使用人は、監査役に対し法定の事項に加え会社に重大な影響を及ぼす事項はヘルプラインを利用

し報告する。 

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

常勤監査役は、原則毎月１回代表取締役との間に意見交換会を開催する。また、内部監査部門に特定

事項の調査依頼を行うなど業務執行部門と監査部門との連携を図るとともに、会計監査人からは定期的

に会計監査内容について説明を受け効率的な監査に向けた情報の交換を行う。 

  

(3)施策の実施状況 

①管理体制および社外役員について 

当社は、監査役制度を採用しております。 

提出日現在、取締役９名のうち社外取締役は３名、監査役４名のうち社外監査役は２名であります。

連結子会社におきましては、全て当社役員および社員が社外取締役・社外監査役に就任しております。 

また、当社では、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法426条および

同法第429条第1,2項の規定により、取締役会の決議をもって、法令または定款の違反行為による取締役

（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の責任を同法第426条および

同法第425条第1項ならびに同法第429条に規定する限度において免除することができる旨を定款に定めて

おります。 

さらに、社外取締役として広く人材の登用を可能にするため、会社法第427条の規定により、社外取締

役との間で、法令または定款の違反行為による賠償責任に関し、同法第427条各号に規定する金額の合計

額を限度とする契約を締結することができる旨を定款に定めております。 

なお、本件については、平成16年６月29日開催の株主総会において定款の一部変更に係る決議を行っ

ております。 

また、社外監査役についても会社法第427条の規定により、社外取締役との間で、法令または定款の違

反行為による賠償責任に関し、同法第427条各号に規定する金額の合計額を限度とする契約を締結するこ

とができる旨の定款の一部変更を平成18年６月29日開催の株主総会において決議を行っております。 

②業務執行・監視の仕組み 

イ．取締役会 

代表取締役社長が招集し、毎月１回開催しており、必要に応じて臨時取締役会も開催しており

ます。取締役全員が構成員であり、付議事項（取締役会規程で規定）の審議および重要な報告が

なされ、監査役も毎回出席しております。これら取締役会の開催および監査役の取締役会出席を

通じて監査役は取締役の業務の執行状況を監視しており、必要があるときは意見を述べておりま

す。なお、取締役の員数は、定款にて15名以内といたしております。 

ロ．監査役監査の体制 

当社は、監査役制度を採用しております。提出日現在、監査役４名のうち常勤監査役２名、社

外監査役２名であります。 
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なお、社外監査役のうち１名は、弁護士であります。 

連結子会社におきましては、全て当社役員および社員が社外監査役に就任しております。 

また、毎月監査役会を開催し、監査役会で策定された監査計画に基づき監査役監査を実施する

一方、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や業務および財産等の状況調査を行うことに

より、取締役の職務執行を監視・監査しております。 

ハ．執行役員制度 

平成12年７月に業務執行の迅速化を図るため執行役員制度を導入いたしました。取締役会を経

営の基本的な方針と戦略の決定および業務執行の監督機関と位置付け、執行役員は取締役会が決

定した基本方針に従って業務執行にあたっております。執行役員の員数は現在８名（内、取締役

の兼務者が６名）で、その任期は１年であります。 

ニ．経営会議 

常勤取締役および代表取締役社長の指名する者（現在は、常勤監査役、執行役員、副事業本部

長）で構成され、毎月１回、取締役会の決議事項に関する基本方針に基づき、経営に関する重要

な事項（経営会議規程で規定）の審議決定を行っております。 

ホ．事業執行会議 

経営会議構成員に事業管理部長、監査室長を交え、毎月１回開催しております。審議内容は、

事業執行会議規程に則り、月次予算達成状況の評価・分析、中間期・通期の見通しならびにグル

ープ間の主要課題の対策、提案などであります。 

ヘ．グループ戦略会議 

当社の取締役、監査役、事業管理部長と、グループ各社社長で構成され、毎月１回開催してお

ります。会議内容は、基本的に当社の事業執行会議に準じ、グループ経営上の重要事項について

審議しております。 

ト．予算会議 

予算会議は、事業執行会議の諮問機関として位置付けます。月次における主な役割は、単年度

予算達成のため、月次予算計画に対する監視役となり、毎月１回事業部長以上が集まり、予算の

執行状況および差異分析の結果を総合的に検討し、付帯意見を添付して事業執行会議に具申いた

します。 

・予算計画の進捗状況確認 

・利益センタ別損益計算書、プロスペクト状況表、予算会議報告（期末見通し）などをもと

に、各種差異に関する分析と問題点に関する改善意見 

・その他事業執行会議から諮問された事項の審議 

  

③内部監査の仕組み 

当社の内部監査は、独立性を確保するために代表取締役社長の直下に組織化された監査室が担当して

おります。監査室の人員は２名ですが、内部監査の実施には場合により適任者と監査チームを編成する

ことで監査体制の強化を図っております。 

監査室では、グループ会社全体を対象に内部監査を実施しており、全ての業務に潜在するビジネスリ

スクの低減に向けた内部監査を実施しており、内部監査業務の有効性向上に努めております。 

内部監査報告につきましては、原則月１回開催される、代表取締役社長との定例連絡会にて実施する

とともに、改善勧告、フォローアップを徹底し、コーポレート・ガバナンスの充実をはかっておりま
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す。 

また、監査役と監査法人との間で適宜開催される連絡会に、必要に応じて監査室長が参加しておりま

す。 

監査室長は、監査役および会計監査人とは別の立場から監査を実施し、内部統制の充実、強化に努め

ております。 

④会計監査の状況 

当社グループは、会社法および証券取引法に基づく会計監査業務に関し、新日本監査法人と監査契約

を締結いたしております。当該契約に基づき、会計監査業務を執行した公認会計士は、田口茂雄、関口

弘和、紙谷孝雄の３氏であり、当該業務に係る補助者は、公認会計士４名および会計士補等11名であり

ます。 

なお、会計監査人とは、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題について検討、協議を行い、適時

適切な対応をはかっております。 

また、会計監査人から監査役会に対し、監査の方法と結果につき、定期的に報告いたしております。 

⑤弁護士・その他第三者の状況 

重要な法務的課題およびコンプライアンスにかかる事象について、当社顧問弁護士との協議を行い、

必要な対応をはかっております。 

  

(4) 社外取締役および社外監査役との人的・資本的・取引などの関係 

 社外取締役および社外監査役からは、第三者の立場から当社の経営意思決定に関し、適時適切なアド

バイスを受けております。 

 なお、社外取締役および社外監査役との人的・資本的・取引などの関係その他の利害関係はございま

せん。 

  

（5）社外取締役との責任限定契約 

   社外取締役が職務を執行するにつき会社に損害を与えた場合で、善意でかつ重大な過失がない 

  ときは、定款第26条２項の定めにより、会社に対する損害賠償責任を限定する契約を締結いたし 

  ております。契約の概要は、以下のとおりであります。 

   契約対象者が本件契約以降当社社外取締役として職務を行うにつき会社に対して損害を与えた 

  場合、契約対象者に悪意または重過失がないときは、定款第２６条２項の範囲内である以下の合 

  計額をもって会社に対する損害賠償責任の限度とする。 

① 契約対象者が在職中に報酬、賞与その他の職務執行の対価として会社から受けた財産上の利益額

の２年分に相当する額 

   ②社外取締役が会社より受けた退職慰労金の額およびその性質を有する財産上の利益額の合計額 

    とその合計額を社外取締役在任年数をもって除したる額に２を乗じたる額とのいずれか低い額 

     ③社外取締役が就任後に新株予約権を行使した場合、当該新株予約権の行使時における当該株式 

    の１株当たりの時価および当該新株予約権についての会社法第２６３条第１項２号の価額および 

    同法第２３８条第１項３号の合計額の株式１株当たりの額を控除して得た額に、行使により交付 

    を受けた株数を乗じて得た額 

     ④社外取締役が就任後に新株予約権を譲渡した場合、当該譲渡価額から会社法第２３８条第１項 

    ３号の払込金額を減じた額に当該新株予約権の数を乗じた額 
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(6) 社外監査役との責任限定契約 

    社外監査役が職務を執行するにつき会社に損害を与えた場合で、善意でかつ重大な過失ないとき 

   は、定款第３５条２項の定めにより、会社に対する損害賠償責任を限定する契約を締結いたしてお 

   ります。契約の概要は、以下の通りであります。 

    契約対象者が本件契約以降当社社外監査役として職務を行うにつき会社に対して損害を与えた場 

  合、契約対象者に悪意または重過失がないときは、定款第３５条２項の範囲内である以下の合計額 

  をもって会社に対する損害賠償責任の限度とする。 

    ① 契約対象者が在職中に報酬、賞与その他の職務執行の対価として会社から受けた財産上の利益 

  額の２年分に相当する額 

   ②社外監査役が会社より受けた退職慰労金の額およびその性質を有する財産上の利益額の合計額と 

  その合計額を社外監査役在任年数をもって除したる額に２を乗じたる額とのいずれか低い額 

   ③社外監査役が就任後に新株予約権を行使した場合、当該新株予約権の行使時における当該株式の 

  １株当たりの時価および当該新株予約権についての会社法第２６３条第１項２号の価額および同法 

  第２３８条第１項３号の合計額の株式１株当たりの額を控除して得た額に、行使により交付を受け 

  た株数を乗じて得た額 

   ④社外監査役が就任後に新株予約権を譲渡した場合、当該譲渡価額から会社法第２３８条第１項３ 

  号の払込金額を減じた額に当該新株予約権の数を乗じた額 

  

(7)剰余金の配当等の決定機関 

   当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがあ 

 る場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これ 

 は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を目的とするも 

 のであります。 

  

(8)自己株式の取得 

   当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策などの経営諸施策を機動 

 的に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によっ 

 て市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 
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(9) 役員報酬の内容 

 取締役の年間報酬総額 99,599千円（社内：98,099千円、社外：1,500千円） 

  監査役の年間報酬総額 18,630千円（社内：14,400千円、社外：4,230千円） 

  （注）使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は67,109千円であります。 

  

(10) 監査報酬の内容 

 
（注）当社と監査法人との間には監査契約において「会社法」に基づく監査と 

「証券取引法」に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、 

①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

項         目 支 払 額

① 公認会計士法（昭和23年法律第103号） 23,400千円
第２条第１項の業務に係る報酬等の額

② 公認会計士法第２条１項の業務以外の業務に 1,080千円
係る報酬等の額

 当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益 24,480千円
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第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、第41期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第42期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び第41期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び第42期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 709,806 1,225,995

 ２ 受取手形及び売掛金 4,301,875 4,454,632

 ３ たな卸資産 1,444,913 1,927,321

 ４ 繰延税金資産 136,633 37,480

 ５ その他 185,269 169,918

   貸倒引当金 △5,562 △4,801

   流動資産合計 6,772,936 65.5 7,810,547 70.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 1,426,905 1,413,548

    減価償却累計額 835,210 591,694 881,312 532,236

  (2) 機械装置及び運搬具 16,659 16,659

    減価償却累計額 14,352 2,306 15,064 1,594

  (3) 土地 20,480 20,480

  (4) その他 99,997 97,955

    減価償却累計額 60,192 39,804 59,900 38,054

   有形固定資産合計 654,286 6.3 592,365 5.3

 ２ 無形固定資産 204,189 2.0 211,977 1.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1 2,555,194 2,338,292

  (2) 長期貸付金 5,171 3,790

  (3) 繰延税金資産 2,594 10,585

  (4) その他 154,782 159,428

    貸倒引当金 △9,812 △12,155

   投資その他の資産合計 2,707,931 26.2 2,499,942 22.5

   固定資産合計 3,566,406 34.5 3,304,285 29.7

   資産合計 10,339,343 100.0 11,114,832 100.0
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前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 2,104,946 1,287,447

 ２ 一年以内返済予定 
   長期借入金

500,000 500,000

 ３ 未払法人税等 36,519 170,076

 ４ 繰延税金負債 212 ─

 ５ その他 432,378 946,683

   流動負債合計 3,074,056 29.7 2,904,208 26.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 900,000 400,000

 ２ その他 3,963 3,865

   固定負債合計 903,963 8.8 403,865 3.7

   負債合計 3,978,020 38.5 3,308,073 29.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※3 1,230,000 11.9 ─ ─

Ⅱ 利益剰余金 5,131,645 49.6 ─ ─

Ⅲ その他有価証券評価差額金 △322 △0.0 ─ ─

   資本合計 6,361,322 61.5 ─ ─

   負債及び資本合計 10,339,343 100.0 ─ ─
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前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,737,237

 ２ 資本剰余金 ― ― 507,237

 ３ 利益剰余金 ― ― 5,559,259

   株主資本合計 ― ― 7,803,734 70.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 3,024

   評価・換算差額等合計 ― ― 3,024 0.0

   純資産合計 ― ― 7,806,759 70.2

   負債純資産合計 ― ― 11,114,832 100.0
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② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 18,522,376 100.0 20,006,497 100.0

Ⅱ 売上原価 15,079,429 81.4 16,300,888 81.5

   売上総利益 3,442,947 18.6 3,705,608 18.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 2,787,383 15.1 2,881,298 14.4

   営業利益 655,563 3.5 824,309 4.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 510 3,450

 ２ 受取配当金 30 26,507

 ３ 賃貸料収入 32,037 37,170

 ４ 持分法による投資利益 146,879 122,919

 ５ その他 47,155 226,613 1.3 14,657 204,705 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 36,456 26,450

 ２ 支払手数料 44,944 61,528

 ３ 賃貸設備費 45,777 53,617

 ４ 投資事業組合損失 17,020 ─

 ５ 株式交付費 ─ 26,883

 ６ その他 6,051 150,250 0.8 19,877 188,357 0.9

   経常利益 731,926 4.0 840,657 4.2

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入 7,892 ─

 ２ 投資有価証券売却益 ─ 7,892 0.0 31,835 31,835 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※3 7,196 19,972

 ２ 投資有価証券評価損 11,771 839

 ３ 投資有価証券売却損 ─ 1,900

 ４ 役員退職慰労金 1,733 ─

 ５ 移転費用 1,193 8,411

 ６ 商品評価損 61,930 9,225

 ７ 減損損失 ※4 ─ 83,825 0.5 19,364 59,712 0.3

   税金等調整前当期純利益 655,993 3.5 812,780 4.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

26,692 175,606

   法人税等調整額 △59,754 △33,061 △0.2 88,410 264,016 1.4

   当期純利益 689,055 3.7 548,764 2.7
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③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 4,518,189

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 当期純利益 689,055 689,055

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 75,600 75,600

Ⅳ 利益剰余金期末残高 5,131,645
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④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,230,000 ─ 5,131,645 6,361,645

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 507,237 507,237 ─ 1,014,475

 利益処分による配当 ─ ─ △75,600 △75,600

 剰余金の配当 ─ ─ △45,550 △45,550

 当期純利益 ─ ─ 548,764 548,764

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

507,237 507,237 427,614 1,442,089

平成19年３月31日残高(千円) 1,737,237 507,237 5,559,259 7,803,734

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △322 △322 6,361,322

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ─ ─ 1,014,475

 利益処分による配当 ─ ─ △75,600

 剰余金の配当 ─ ─ △45,550

 当期純利益 ─ ─ 548,764

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

3,346 3,346 3,346

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

3,346 3,346 1,445,436

平成19年３月31日残高(千円) 3,024 3,024 7,806,759
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⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 655,993 812,780

 ２ 減価償却費 188,153 149,639

 ３ 減損損失 ― 19,364

 ４ 貸倒引当金の増減額 △7,922 1,582

 ５ 受取利息及び受取配当金 △540 △29,958

 ６ 支払利息 36,456 26,450

 ７ 持分法による投資利益 △146,879 △122,919

 ８ 投資有価証券評価損 11,771 839

 ９ 投資有価証券売却益 ― △31,835

 10 投資有価証券売却損 ― 1,900

 11 固定資産除却損 7,196 19,972

 12 売上債権の増減額 542,741 △155,125

 13 たな卸資産の増減額 △559,736 △482,407

 14 その他の資産の増減額 △57,463 12,621

 15 仕入債務の増減額 455,721 △817,499

 16 未払消費税等の増減額 △48,999 62,994

 17 その他の負債の増減額 △28,344 456,532

 18 その他 △2,598 35,691

    小計 1,045,548 △39,379

 19 利息及び配当金の受取額 11,861 33,876

 20 利息の支払額 △40,871 △30,575

 21 法人税等の支払額 △6,837 △42,169

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,009,701 △78,247

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △28,231 △14,699

 ２ 無形固定資産の取得による支出 △89,236 △118,239

 ３ 投資有価証券の取得による支出 △299,730 △201,950

 ４ 投資有価証券の売却等による収入 ― 553,162

 ５ 差入保証金の差入による支出 △1,589 △14,799

 ６ 貸付による支出 △4,870 △1,840

 ７ 貸付金の回収による収入 6,535 4,046

 ８ その他の投資等の取得等による支出 △4,072 △9,039

 ９ その他の投資等の回収等による収入 86,603 30,912

   投資活動によるキャッシュ・フロー △334,591 227,553

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △580,000 △500,000

 ２ 株式の発行による収入 ― 987,591

 ３ 配当金の支払額 △75,600 △120,707

   財務活動によるキャッシュ・フロー △655,600 366,883

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 19,509 516,188

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 690,297 709,806

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 709,806 1,225,995
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数

５社

連結子会社の名称

キーウェアサービス㈱

キーウェアマネジメント㈱

キーウェア西日本㈱

キーウェア北海道㈱

キーウェア九州㈱

 

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社数

１社

持分法適用関連会社の名称

㈱ＨＢＡ

(1) 持分法を適用した関連会社数

同左

(2) 持分法を適用しない関連会社数

１社

持分法を適用しない関連会社の名称

オーライソフトウェア㈱

持分法を適用しない理由

連結純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。

(2) 持分法を適用しない関連会社数

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

 

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

 決算末日の市場価格等に基づく時

価法

(評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法に

より算定)

時価のないもの

  総平均法に基づく原価法

①有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

 決算末日の市場価格等に基づく時

価法

(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法

により算定)

時価のないもの

 同左

②デリバティブ

 時価法

②デリバティブ

  同左

③たな卸資産

商品および仕掛品

個別法に基づく原価法

③たな卸資産

商品および仕掛品

主に個別法に基づく原価法
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項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

 定率法

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備は除く)につい

ては定額法

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

 建物及び構築物      ３～50年

 機械装置及び運搬具      ６年

①有形固定資産

  同左

②無形固定資産

a)市場販売目的のソフトウェア

 見込販売数量に基づく償却額と見

込有効期間(３年)に基づく均等配分

額とを比較し、いずれか大きい額を

償却する方法

b)自社利用のソフトウェア

 利用可能期間(５年)に基づく定額

法

②無形固定資産

a)市場販売目的のソフトウェア

 同左

b)自社利用のソフトウェア

 同左

 (3) 重要な繰延資産の処理

方法

───── 株式交付費

 支出時に全額費用処理

 (4) 重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率法

により、貸倒懸念債権および破産更生

債権等については財務内容評価法によ

り計上しております。

貸倒引当金

 同左

 (5) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理

を採用しております。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…金利スワップ

 ヘッジ対象…借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左

③ヘッジ方針

当社は、デリバティブ取引に係る基

本方針は経営会議で決定し、当該方針

に基づき、金利変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。

③ヘッジ方針 

  同左

④ヘッジ有効性評価の方法

特例処理を採用しておりますので、

有効性の評価は省略しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

  同左

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税および地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

  同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しておりま

す。

  同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

該当事項はありません。 ─────

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

─────  該当事項はありません。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結会計年度に確定した利益処分に

基づいて作成しております。

─────

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

および容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなってお

ります。

同左
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(会計処理の変更) 

 
  

(表示方法の変更) 

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

──────

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

 従 来 の「資 本 の 部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

7,806,759千円であります。 

 当連結会計年度における連結財務諸表は、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。 

 

────── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当連結会計年度から「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号）を適用しております。 

 なお、株式交付費は、支出時に全額費用として処理し

ております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（連結損益計算書）

「賃貸料収入」は、営業外収益の総額の100分の10を

超えたため、区分掲記することといたしました。なお、

前連結会計年度は営業外収益の「その他」に1,200千円

含まれております。 

「投資事業組合損失」は、営業外費用の総額の100分

の10を超えたため、区分掲記することといたしました。

なお、前連結会計年度は営業外費用の「その他」に

7,472千円含まれております。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において独立掲記しておりました「投

資事業組合損失」（当連結会計年度8,650千円）は、営

業外費用の総額の100分の10以下であるため、当連結会

計年度においては営業外費用の「その他」に含めて表示

しております。
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

 

※1 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 2,232,366千円

 
 

※1 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 2,328,038千円

 

 

2  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約および貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく借入未

実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額および
貸出コミットメントの総額

6,100,000千円

借入実行残高 -千円

差引額 6,100,000千円

 
 

2  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約および貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく借入未

実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額および
貸出コミットメントの総額

5,100,000千円

借入実行残高 -千円

差引額 5,100,000千円

 

※3 当社の発行済株式総数は、普通株式7,560千株であ

ります。

──────
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(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は、

次のとおりであります。

給与手当 1,335,859千円

 
 

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は、

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入 1,582千円

給与手当 1,277,215千円

 

※2 研究開発費の総額は3,221千円であります。 

 

※2        ────── 

 

※3 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 6,998千円

有形固定資産その他 197千円

合計 7,196千円

※3 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 1,181千円

有形固定資産その他 164千円

無形固定資産 18,626千円

合計 19,972千円

※4         ──────          ※4 減損損失 

 当社グループは、以下の資産について減損損失を計上

いたしました。

場所 用途 種類
減損金額
(千円)

東京都府中市
売却予定
資産

建物、土地 19,364

 

 当社グループは、売却予定資産を除き、事業用資産に

ついては各社毎で一つの資産グループとしております。 

 売却予定資産については、当該資産の回収可能価額が

帳簿価額を下回っているため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上いたしました。 

 減損損失の内訳は、建物19,364千円であります。 

 売却予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、正味売却価額は売買契約書に基づく売却予

定価額により評価しております。 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 平成18年６月６日を払込期日とするブックビルディング方式による公募増資による増加  1,550,000株 
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,560,000 1,550,000 ─ 9,110,000

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 75,600 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月27日 
取締役会

普通株式 45,550 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月６日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月27日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 136,650 15.00 平成19年３月31日 平成19年６月12日

─ 62 ─



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 709,806千円

現金及び現金同等物 709,806千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,225,995千円

現金及び現金同等物 1,225,995千円
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(リース取引関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

1  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

1  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

 

（単位：千円）

取得価額 
相当額

減価償却累計額 
相当額

期末残高
相当額

有形固定資
産その他 366,331 116,151 250,179

無形固定資
産 9,461 1,576 7,884

合計 375,792 117,728 258,063

    
 

（単位：千円）

取得価額
相当額

減価償却累計額 
相当額

期末残高
相当額

有形固定資
産その他 448,463 206,501 241,961

無形固定資
産 9,461 3,942 5,518

合計 457,924 210,443 247,480

    

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 90,908千円

１年超 170,349千円

合計 261,258千円

    
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 108,972千円

１年超 142,881千円

合計 251,854千円

    

 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失

支払リース料 126,470千円

減価償却費相当額 120,356千円

支払利息相当額 4,845千円
 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失

支払リース料 115,801千円

減価償却費相当額 111,228千円

支払利息相当額 5,752千円

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左

 (5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 (5) 利息相当額の算定方法

    同左

 

2  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

１年内 333,204千円

１年超 306,997千円

合計 640,201千円

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

2  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

１年内 305,489千円

１年超 1,508千円

合計 306,997千円

(減損損失について)

    同左
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(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)  

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)  

  

１ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 299,730 294,335 △5,394

小計 299,730 294,335 △5,394

合計 299,730 294,335 △5,394

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

（1）その他有価証券

① 非上場株式 4,412

② その他 24,080

（2）関連会社株式 2,232,366

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

354,612 31,835 1,900

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

（1）その他有価証券

① 非上場株式 3,432

② その他 6,822

（2）関連会社株式 2,328,038
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

1  取引の内容

   当社および連結子会社において利用しているデリ

バティブ取引は、金利スワップ取引であります。

1  取引の内容

  同左

2  取引に対する取組方針

市場リスクを受ける負債の範囲内で取引を行って

おります。

2  取引に対する取組方針

  同左

3  取引の利用目的

   負債が負う金利変動リスクを管理する目的で利用

しております。

  なお、当社および連結子会社が利用しているデリバ

ティブ取引には、投機目的で行っているものはあり

ません。

このデリバティブ取引においては、ヘッジ会計を適

用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

    金利スワップについては、特例処理を採用して

おります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段 …… 金利スワップ

   ヘッジ対象 …… 借入金の利息

(3) ヘッジ方針

    デリバティブ取引についての基本方針を経営会

議で決定し、当該方針に基づき、金利変動リスク

を回避する目的で、金利スワップ取引を利用して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

    特例処理を採用しておりますので有効性の評価

は省略しております。

3  取引の利用目的

  同左

(1) ヘッジ会計の方法

   同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

(3) ヘッジ方針

   同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   同左

4  取引に係るリスクの内容

   当社および連結子会社において利用しているデリ

バティブ取引は、市場金利の変動によるリスクを有

しております。

  なお、デリバティブ取引における取引相手先は、大

手金融機関に限定しているため、信用リスクは極め

て低いと考えられます。

4  取引に係るリスクの内容

  同左

5  取引に係るリスク管理体制

   デリバティブ取引は、経営会議において決定した

基本方針に基づき、経営管理室が実行し、逐次経営

会議において実施状況につき報告しております。

5  取引に係るリスク管理体制

同左
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２ 取引の時価等に関する事項 

  前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引については、特例処理を採用しているため、注記の対象から除いておりま

す。 

  

  

  当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引については、特例処理を採用しているため、注記の対象から除いておりま

す。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

6  定量的情報に関する補足的説明

  金利スワップ取引における契約額等は、計算上の想

定元本であり取引相手方との実際の交換金額を示す

数字ではないため、市場リスクを図る指標ではあり

ません。

6  定量的情報に関する補足的説明

  同左
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(退職給付関係) 

   当社グループにおいては、平成14年３月31日をもって退職金制度を廃止しております。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

退職金制度がないため、該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

退職金制度がないため、該当事項はありません。 
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(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

 

 

1   繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（繰延税金資産）

未払事業所税 7,284千円

未払事業税 7,120千円

出資金評価損 22,644千円

投資有価証券評価損 1,700千円

貸倒引当金繰入 3,981千円

繰越欠損金 154,634千円

その他 31,585千円

繰延税金資産 小計 228,951千円

評価性引当額 △89,723千円

繰延税金資産 合計 139,228千円

（繰延税金負債）

貸倒引当金調整 212千円

 繰延税金負債 合計 212千円

繰延税金資産の純額 139,015千円

 

1   繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（繰延税金資産）

未払事業所税 11,048千円

未払事業税 19,321千円

出資金評価損 26,164千円

投資有価証券評価損 1,700千円

貸倒引当金繰入 4,303千円

商品評価損 19,038千円

減損損失 7,879千円

その他 16,742千円

繰延税金資産 小計 106,198千円

評価性引当額 △57,235千円

繰延税金資産 合計 48,962千円

（繰延税金負債）

貸倒引当金調整 345千円

その他有価証券評価差額金 551千円

繰延税金負債 合計 896千円

繰延税金資産の純額 48,065千円

2   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率                 40.69％

2   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率                40.69％

 

(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.11％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.42％

住民税均等割 0.75％

税務上の繰越欠損金の増減 △31.46％

持分法投資損益 △9.11％

評価性引当額の増減 △9.40％

その他 0.80％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △5.04％

(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.01％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.29％

住民税均等割 0.61％

税額控除の利用 △1.68％

税務上の繰越欠損金の増減 △3.90％

持分法投資損益 △6.15％

評価性引当額の増減 0.14％

その他 0.05％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.48％
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(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

 【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)および当連結会計年度(自平成18年４月１

日 至平成19年３月31日) 

当社および連結子会社は、顧客ニーズに応じた情報システムの企画・提案、ソフトウェアの開発、機

器の選定・販売、システムの運用および保守サポート等、情報サービス事業の総合的な提供を事業内容

としており、不可分の営業形態でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載は省略しておりま

す。 

  

 【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)および当連結会計年度(自平成18年４月１

日 至平成19年３月31日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありま

せん。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)および当連結会計年度(自平成18年４月１

日 至平成19年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

   ２ ソフトウェア開発業務の受託につきましては、取引の都度見積書を提出し、交渉の上決定しております。 

  

２ 兄弟会社等 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

   ２ 株式会社アイ・ティ・フロンティアは、三菱商事株式会社の子会社であります。 

   ３ ＮＥＣソフト株式会社、ＮＥＣエンジニアリング株式会社、日本電気通信システム株式会社およびＮＥＣテ

レネットワークス株式会社は、日本電気株式会社の子会社であります。 

   ４ ソフトウェア開発業務の受託につきましては、取引の都度見積書を提出し、交渉の上決定しております。 

  

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

日本電気㈱
東京都
港区

337,820

通信機器コ
ンピュータ
その他の電
子機器およ
び電子デバ
イスの製造
および販売

(被所有)
直接 
34.9

─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

(注)２

ソフトウェ
ア開発の受
託

2,667,068 売掛金 60,519

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株
主が議
決権の
過半数
を所有
してい
る会社
等

㈱ ア イ・テ
ィ・フ ロ ン テ
ィア

(注)２

東京都
中央区

4,327

コンサルテ
ィ ン グ 事
業、システ
ムインテグ
レーション
事業、オペ
レーション
サービス事
業

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

(注)４

ソフトウェ
ア開発の受
託

1,228,273 売掛金 141,618

その他
の関係
会社の
子会社

ＮＥＣソフト
㈱

(注)３

東京都
江東区

8,668

各種業務シ
ステムの開
発、運用支
援

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

(注)４

ソフトウェ
ア開発の受
託

561,180 売掛金 252,376

ＮＥＣエンジ
ニアリング㈱

(注)３

東京都
港区

370

通信、コン
ピュータに
関 す る 機
器・システ
ムの開発

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

(注)４

ソフトウェ
ア開発の受
託

1,171,146 売掛金 532,041

日本電気通信
システム㈱

(注)３

東京都
港区

1,000

各種通信ネ
ットワーク
に関するソ
フトウェア
の開発・提
供、各種通
信システム
機 器 の 開
発・提供

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

(注)４

ソフトウェ
ア開発の受
託

767,569 売掛金 351,079

ＮＥＣテレネ
ットワークス
㈱

(注)３

東京都
港区

150

各種情報通
信システム
の運用、保
守および開
発ならびに
関連機器の
販売

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

(注)４

ソフトウェ
ア開発の受
託

185,001 売掛金 138,418
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当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

   ２ ソフトウェア開発業務の受託につきましては、取引の都度見積書を提出し、交渉の上決定しております。 

  

２ 兄弟会社等 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

   ２ ＮＥＣソフト株式会社、ＮＥＣエンジニアリング株式会社、日本電気通信システム株式会社および日本電気

航空宇宙システム株式会社は、日本電気株式会社の子会社であります。 

   ３ ソフトウェア開発業務の受託につきましては、取引の都度見積書を提出し、交渉の上決定しております。 

  

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

日本電気㈱
東京都
港区

337,822

通信機器コ
ンピュータ
その他の電
子機器およ
び電子デバ
イスの製造
および販売

(被所有)
直接 
35.0

─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

ソフトウェ
ア開発の受
託

(注)２

2,414,008 売掛金 148,737

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社

ＮＥＣソフト
㈱

(注)２

東京都
江東区

8,668

各種業務シ
ステムの開
発、運用支
援

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

ソフトウェ
ア開発の受
託

(注)３

504,317 売掛金 196,331

ＮＥＣエンジ
ニアリング㈱

(注)２

東京都
港区

370

通信、コン
ピュータに
関 す る 機
器・システ
ムの開発

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

ソフトウェ
ア開発の受
託

(注)３

871,914 売掛金 405,657

日本電気通信
システム㈱

(注)２

東京都
港区

1,000

各種通信ネ
ットワーク
に関するソ
フトウェア
の開発・提
供、各種通
信システム
機 器 の 開
発・提供

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

ソフトウェ
ア開発の受
託

(注)３

1,184,450 売掛金 176,449

日本電気航空
宇宙システム
㈱

(注)２

神奈川県
横浜市 
都筑区

100

宇 宙、防
衛・航 空、
社会情報の
各分野にお
けるシステ
ムの開発

なし ─

ソフトウ
ェア開発
業務の受
託

ソフトウェ
ア開発の受
託

（注)３

199,519 売掛金 114,663
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(企業結合等関係) 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  
１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり当期純利益 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 840円34銭 １株当たり純資産額 856円94銭

１株当たり当期純利益 90円81銭 １株当たり当期純利益 63円09銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

項目
前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
（千円）

― 7,806,759

普通株式に係る純資産額（千円） ― 7,806,759

普通株式の発行済株式数（株） ― 9,110,000

1株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

― 9,110,000

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 689,055 548,764

普通株主に帰属しない金額(千円) 2,490 △8,300

（うち利益処分による役員賞与金） （2,490） （△8,300）

普通株式に係る当期純利益(千円) 686,565 557,064

普通株式の期中平均株式数(株) 7,560,000 8,829,726
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(重要な後発事象) 

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当社は、平成18年５月８日付で株式会社ジャスダック

証券取引所から上場承認を受け、平成18年６月７日に株

式会社ジャスダック証券取引所に株式上場をいたしまし

た。株式上場にあたり、平成18年５月８日開催の取締役

会において新株式発行および株式売出を決議し、平成18

年６月６日に払込が完了いたしました。

この結果、平成18年６月６日付で資本金は1,737,237

千円、発行済株式総数は9,110,000株となっておりま

す。

１．新株式発行について

（１）募集方法 

   一般募集（ブックビルディング方式による募

集）

（２）発行する株式の種類及び数

普通株式 1,550,000株

（３）発行価額

 一株につき 510円

（４）発行価格

        一株につき 700円

  （５）引受価額

    一株につき 654円50銭

 （６）発行価額の総額

    790,500千円

 （７）払込金額の総額

    1,014,475千円
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前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（８）資本組入額の総額

   507,237千円

 （９）払込期日

    平成18年６月６日

 （10）配当起算日

    平成18年４月１日

 （11）資金の使途

    300,000千円を設備投資に、300,000千円を運転

資金に、残額を長期借入金の返済に充当する予定

であります。

２．株式売出について

 （１）売出株式数

   ①引受人の買取引受による売出し分

    普通株式 1,313,000株

   ②オーバーアロットメントによる売出し分

    普通株式 上限187,000株

 （２）売出価格

     700円

（３）売出人および売出株式数

①引受人の買取引受による売出し分

    東京都千代田区丸の内二丁目３番１号

    三菱商事株式会社 1,050,000株

    東京都杉並区西荻南二丁目２０番８－３０２号

    有限会社フォーリーブズ 263,000株

   ②オーバーアロットメントによる売出し分

    東京都千代田区丸の内一丁目８番１号

    大和証券エスエムビーシー株式会社

    上限 187,000株

   ①と②の合計上限 1,500,000株

 （４）売出方法

   ①引受人の買取引受による売出し分

    売出価格による一般向けの売出しとし、大和

証券エスエムビーシー株式会社に全株式を買取

引受けさせる。

   ②オーバーアロットメントによる売出し分

    上記１により発行する株式の募集および引受人

の買取引受による売出しに関連して、かかる募集

および当該売出しの需要状況を勘案の上、大和証

券エスエムビーシー株式会社が、当社株主から借

受ける当社普通株式を追加的に売出すものとす

る。

なお、オーバーアロットメントによる売出し

は、需要状況等により一部または全部につき行わ

ない場合がある。

 （５）引受人の対価

    引受手数料は支払わず、これに代わるものとし

て、売出価格と引受価額（引受人より売出人に支

払われる金額）との差額の総額を引受人の手取金

とする。
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前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（６）証券会社申込受付期間

    平成18年５月31日(水曜日)から平成18年６月５

日(月曜日)まで

（７）申込株数単位

    100株

 （８）株券受渡期日

    平成18年６月７日(水曜日)

（９）その他本株式売出しに関して取締役会における

承認が必要な事項は、今後開催予定の取締役会に

おいて決定し、引受契約の締結、その他本株式売

出しに必要な一切の事項については、代表取締役

社長に一任する。

 （10）ただし、上記１において定める発行する株式の

募集が中止された場合には、引受人の買取引受に

よる売出しおよびオーバーアロットメントによる

売出しのいずれも中止される。前記各号について

は、証券取引法による届出の効力発生を条件とす

る。
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⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 

  

 
  

（2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 500,000 500,000 2.106 －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

900,000 400,000 2.106
平成20年4月～
平成21年10月

その他の有利子負債 － － － －

合計 1,400,000 900,000 － －

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内 
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 200,000 200,000 － －
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

第41期
（平成18年３月31日）

第42期 
（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 430,479 919,594

 ２ 受取手形 62,101 28,724

 ３ 売掛金 ※1 3,730,617 3,886,759

 ４ 商品 27,490 19,325

 ５ 仕掛品 1,377,470 1,840,770

 ６ 前払費用 81,273 117,839

 ７ 繰延税金資産 134,617 34,053

 ８ その他 174,966 73,190

   貸倒引当金 △1,553 △2,374

   流動資産合計 6,017,463 75.4 6,917,884 81.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 1,391,250 1,372,575

    減価償却累計額 812,610 578,640 858,671 513,903

  (2) 車両運搬具 11,760 11,760

    減価償却累計額 9,970 1,789 10,541 1,218

  (3) 工具器具及び備品 98,778 96,934

    減価償却累計額 59,316 39,462 59,140 37,793

  (4) 土地 20,480 20,480

   有形固定資産合計 640,372 8.0 573,395 6.7

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 139,205 200,414

  (2) ソフトウェア仮勘定 45,933 2,120

   無形固定資産合計 185,139 2.3 202,534 2.4
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第41期
（平成18年３月31日）

第42期 
（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 322,828 10,254

  (2) 関係会社株式 714,085 714,085

  (3) 出資金 24,255 32,916

  (4) 従業員長期貸付金 3,377 2,374

  (5) 繰延税金資産 1,988 8,004

  (6) 長期前払費用 ― 273

  (7) 差入保証金 81,523 ―

  (8) その他 ― 84,368

    貸倒引当金 △9,786 △12,154

   投資その他の資産合計 1,138,272 14.3 840,122 9.8

   固定資産合計 1,963,783 24.6 1,616,052 18.9

   資産合計 7,981,246 100.0 8,533,936 100.0
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第41期
（平成18年３月31日）

第42期 
（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※1 1,937,153 1,146,150

 ２ 一年以内返済予定 
   長期借入金

500,000 500,000

 ３ 未払金 174,718 253,506

 ４ 未払費用 137,435 156,963

 ５ 未払法人税等 16,863 152,317

 ６ 未払消費税等 ― 106,922

 ７ 前受金 18,044 274,491

 ８ 預り金 39,585 57,114

 ９ 前受収益 ― 3,433

   流動負債合計 2,823,800 35.4 2,650,900 31.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 900,000 400,000

 ２ その他 2,486 497

   固定負債合計 902,486 11.3 400,497 4.7

   負債合計 3,726,286 46.7 3,051,397 35.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※2 1,230,000 15.4 ― ―

Ⅱ 利益剰余金

 １ 利益準備金 58,440 ―

 ２ 任意積立金

  (1)役員退職積立金 445,640 ―

  (2)別途積立金 2,017,481 ―

 ３ 当期未処分利益 506,296 ―

   利益剰余金合計 3,027,858 37.9 ― ―

Ⅲ その他有価証券評価差額金 △2,898 △0.0 ― ―

   資本合計 4,254,960 53.3 ― ―

   負債及び資本合計 7,981,246 100.0 ― ―
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第41期
（平成18年３月31日）

第42期 
（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,737,237 20.4

 ２ 資本剰余金

      資本準備金 ― 507,237

    資本剰余金合計 ― ― 507,237 5.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 66,000

  (2) その他利益剰余金

     役員退職積立金 ― 445,640

     別途積立金 ― 2,367,481

     繰越利益剰余金 ― 358,138

    利益剰余金合計 ― ― 3,237,260 37.9

   株主資本合計 ― ― 5,481,735 64.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 803 0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 803 0.0

   純資産合計 ― ― 5,482,539 64.2

   負債純資産合計 ― ― 8,533,936 100.0
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② 【損益計算書】 

 
  

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 15,748,212 100.0 16,598,879 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 34,103 27,490

 ２ 当期製品製造原価 12,223,878 13,058,004

 ３ 当期商品仕入高 628,469 449,661

    合計 12,886,451 13,535,156

 ４ 商品期末たな卸高 27,490 12,858,960 81.7 19,325 13,515,830 81.4

   売上総利益 2,889,251 18.3 3,083,049 18.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 2,355,713 14.9 2,415,482 14.6

   営業利益 533,538 3.4 667,567 4.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,633 3,845

 ２ 受取配当金 ※2 12,435 54,599

 ３ 賃貸料収入 32,037 37,170

 ４ 保険解約戻入金 20,625 ―

 ５ その他 22,504 89,235 0.6 13,036 108,652 0.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 36,456 26,450

 ２ 支払手数料 44,944 61,528

 ３ 賃貸設備費 45,777 53,617

 ４ 投資事業組合損失 17,020 ―

 ５ 株式交付費 ― 26,883

 ６ その他 5,127 149,326 1.0 19,609 188,089 1.1

   経常利益 473,447 3.0 588,129 3.5

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入 8,295 ―

 ２ 投資有価証券売却益 － 8,295 0.0 31,835 31,835 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※3 7,196 19,335

 ２ 投資有価証券評価損 11,771 839

 ３ 投資有価証券売却損 ― 1,900

 ４ 役員退職慰労金 1,733 ―

 ５ 商品評価損 61,930 9,225

 ６ 減損損失 ※4 ― 82,631 0.5 19,364 50,664 0.3

   税引前当期純利益 399,110 2.5 569,300 3.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,110 146,741

   法人税等調整額 △58,120 △55,010 △0.4 92,008 238,749 1.4

   当期純利益 454,121 2.9 330,551 2.0

   前期繰越利益 50,442 ―

   役員退職積立金取崩額 1,733 ―

   当期未処分利益 506,296 ―
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製造原価明細書 

  

 
（注）原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。 

  

 
  

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 外注費 6,682,657 51.8 7,224,065 53.3

Ⅱ 労務費 5,196,016 40.3 5,339,145 39.4

Ⅲ 経費 ※1 1,013,478 7.9 996,648 7.3

当期総製造費用 12,892,152 100.0 13,559,858 100.0

期首仕掛品たな卸高 766,339 1,377,470

合計 13,658,491 14,937,329

期末仕掛品たな卸高 1,377,470 1,840,770

他勘定振替高 ※2 57,143 38,555

当期製品製造原価 12,223,878 13,058,004

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※1 経費の主な内訳は、次のとおりであります。

事務所費 378,911千円

旅費交通費 156,148千円

リース料 121,703千円

通信費 82,371千円

減価償却費 68,309千円

教育研修費 36,240千円

コンピュータ消耗品費 97,780千円

 
 

※1 経費の主な内訳は、次のとおりであります。

事務所費 341,400千円

旅費交通費 185,236千円

リース料 115,834千円

通信費 80,327千円

減価償却費 51,804千円

教育研修費 46,188千円

コンピュータ消耗品費 73,270千円

 

※2 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

ソフトウェア仮勘定 57,143千円

※2 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

ソフトウェア仮勘定 38,555千円
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③ 【利益処分計算書】 

  

 
      (注)日付は株主総会承認年月日であります。 

第41期
（平成18年６月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益 506,296

Ⅱ 利益処分額

１ 利益準備金 7,560

２ 配当金 75,600

３ 任意積立金

 （１）別途積立金 350,000 433,160

Ⅲ 次期繰越利益 73,136
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④ 【株主資本等変動計算書】 

第42期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計役員退職 

積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,230,000 ― ― 58,440 445,640 2,017,481 506,296 3,027,858 4,257,858

事業年度中の変動額

 新株の発行 507,237 507,237 507,237 ― ― ― ― ― 1,014,475

 別途積立金の積立 ― ― ― ― ― 350,000 △350,000 ― ―

 利益処分による配当 ― ― ― 7,560 ― ― △83,160 △75,600 △75,600

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △45,550 △45,550 △45,550

 当期純利益 ― ― ― ― ― ― 330,551 330,551 330,551

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 507,237 507,237 507,237 7,560 ― 350,000 △148,158 209,401 1,223,876

平成19年３月31日残高(千円) 1,737,237 507,237 507,237 66,000 445,640 2,367,481 358,138 3,237,260 5,481,735

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △2,898 △2,898 4,254,960

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― 1,014,475

 別途積立金の積立 ― ― ―

 利益処分による配当 ― ― △75,600

 剰余金の配当 ― ― △45,550

 当期純利益 ― ― 330,551

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

3,702 3,702 3,702

事業年度中の変動額合計(千円) 3,702 3,702 1,227,578

平成19年３月31日残高(千円) 803 803 5,482,539
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重要な会計方針 

  

 
  

項目
第41期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式および関連会社株式

 総平均法に基づく原価法

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

  決算末日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、総平均法によ

り算定）

②時価のないもの

 総平均法に基づく原価法

(1) 子会社株式および関連会社株式

  同左

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

  決算末日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、総平均法に

より算定）

②時価のないもの

  同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ 

 時価法 

 

デリバティブ 

  同左 

 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品および仕掛品 

 個別法に基づく原価法 

 

商品および仕掛品 

 同左 

 

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

 定率法

 ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備は除く）

については定額法

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物         ３～50年

  工具器具及び備品   ２～15年

  車両運搬具        ６年

(1) 有形固定資産

   同左

(2) 無形固定資産

①市場販売目的のソフトウェア

見込販売数量に基づく償却額と見

込有効期間（３年）に基づく均等配

分額とを比較し、いずれか大きい額

を償却する方法

②自社利用のソフトウェア

利用可能期間（５年）に基づく定

額法

─────

(2) 無形固定資産

①市場販売目的のソフトウェア

同左

②自社利用のソフトウェア

同左

(3) 長期前払費用

 定額法
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項目
第41期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 繰延資産の処理方法 ───── 株式交付費

支出時に全額費用処理

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

法により、貸倒懸念債権および破産

更生債権等については財務内容評価

法により計上しております。

貸倒引当金 

  同左

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 

同左

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

  同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左

(3) ヘッジ方針 

 当社は、デリバティブ取引に係る基

本方針は経営会議で決定し、当該方針

に基づき、金利変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。

(3) ヘッジ方針

  同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理を採用しておりますので有

効性の評価は省略しております。 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

  同左
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会計処理の変更 

 
  

(表示方法の変更) 

 
  

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

第41期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」 （企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

                ─────

                ───── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

第42期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

従 来 の「資 本 の 部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

5,482,539千円であります。

第42期における財務諸表は、改正後の財務諸表等規則

により作成しております。

                ───── (繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い)

第42期から「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成18年８月11日 実務対

応報告第19号)を適用しております。

なお、株式交付費は、支出時に全額費用として処理し

ております。

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表）

「短期貸付金」（当期末残高33,458千円）は資産の総

額の100分の１以下となったため、流動資産の「その

他」に含めております。

（貸借対照表）

「差入保証金」（当期末残高81,999千円）は資産の総

額の100分の１以下となったため、投資その他の資産の

「その他」に含めております。

「未払消費税等」は負債及び純資産の合計額の100分

の１を超えたため、区分掲記することといたしました。

なお、前期は「未払金」に36,063千円含まれておりま

す。

（損益計算書）

「賃貸料収入」は営業外収益の総額の100分の10を超

えたため、区分掲記することといたしました。なお、前

期は営業外収益の「その他」に1,200千円含まれており

ます。

「投資事業組合損失」は営業外費用の総額の100分の

10を超えたため、区分掲記することといたしました。な

お、前期は営業外費用の「その他」に7,472千円含まれ

ております。

（損益計算書）

「投資事業組合損失」（当期8,650千円）は営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めております。
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第41期 
（平成18年３月31日）

第42期 
（平成19年３月31日）

※1 関係会社に対する資産、負債は次のとおりでありま

す。

売掛金 79,971千円

買掛金 264,328千円

※1 関係会社に対する資産、負債は次のとおりでありま

す。

売掛金 156,356千円

買掛金 206,875千円

 

※2 株式の状況

会社が発行する株式の総数
普通株式 30,240,000株

発行済株式総数
普通株式 7,560,000株  

─────

3  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約および貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく借入未

実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額および

貸出コミットメントの総額 6,100,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 6,100,000千円

3  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約および貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく借入未

実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額および

貸出コミットメントの総額 5,100,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 5,100,000千円

 

4  債務保証

次の関係会社について、日本電気㈱との販売特約

店契約に基づく仕入に対し、債務保証を行っており

ます。

キーウェア北海道㈱ 937千円

キーウェア西日本㈱ 530千円

キーウェア九州㈱ 1,404千円

また、次の関係会社について、デル㈱からの物品

およびサービスの仕入に対し、債務保証を行ってお

ります。

キーウェアサービス㈱ 202千円

 

4  債務保証

次の関係会社について、日本電気㈱との販売特約

店契約に基づく仕入に対し、債務保証を行っており

ます。

キーウェア北海道㈱ 9,533千円

キーウェア西日本㈱ 149千円

キーウェア九州㈱ 252千円

また、次の関係会社について、デル㈱からの物品

およびサービスの仕入に対し、債務保証を行ってお

ります。

キーウェアサービス㈱ 1,306千円
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(損益計算書関係) 

  

 
  

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は、

次のとおりであります。

給与手当 947,816千円

役員報酬 123,684千円

業務委託費 376,856千円

減価償却費 85,426千円

事務所費 161,055千円

  おおよその割合

販売費  44％

一般管理費  56％

 

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は、

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入 3,188千円

給与手当 876,653千円

役員報酬 118,679千円

業務委託費 405,829千円

減価償却費 55,917千円

事務所費 151,171千円

  おおよその割合

販売費   41％

一般管理費   59％

※2 関係会社に対する取引は次のとおりであります。

受取配当金 12,405千円

※2 関係会社に対する取引は次のとおりであります。

受取配当金 29,842千円

 

※3 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 6,998千円

工具器具及び備品 197千円

合計 7,196千円

 

※3 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 554千円

工具器具及び備品 154千円

ソフトウェア 18,626千円

合計 19,335千円

※4         ───── 

 

 

※4 減損損失 

 当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしま

した。

場所 用途 種類
減損金額
(千円)

東京都府中市
売却予定
資産

建物、土地 19,364

 当社は、売却予定資産を除き、事業用資産については

全体で一つの資産グループとしております。 

 売却予定資産については、当該資産の回収可能価額が

帳簿価額を下回っているため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上いたしました。 

 減損損失の内訳は、建物19,364千円であります。 

 売却予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、正味売却価額は売買契約書に基づく売却予

定価額により評価しております。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

第42期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 
  

  該当事項はありません。 

─ 93 ─



(リース取引関係) 

  

 
  

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

1  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

（単位：千円）

取得価額
相当額

減価償却累 
計額相当額

期末残高
相当額

工具器具及び
備品

358,824 114,024 244,799

ソフトウェア 9,461 1,576 7,884

合計 368,285 115,601 252,683

1  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

（単位：千円）

取得価額
相当額

減価償却累 
計額相当額

期末残高
相当額

工具器具及び
備品

440,956 202,873 238,083

ソフトウェア 9,461 3,942 5,518

合計 450,417 206,815 243,602

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 89,443千円

１年超 166,289千円

合計 255,733千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 107,449千円

１年超 140,345千円

合計 247,794千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失

支払リース料 115,696千円

減価償却費相当額 110,256千円

支払利息相当額 4,358千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失

支払リース料 114,148千円

減価償却費相当額 109,727千円

支払利息相当額 5,564千円

(4) 減価償却費相当額の算出方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算出方法

  同左

(5) 利息相当額の算出方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算出方法

  同左

 

2  オペレーティング・リース取引

(借主側)

 未経過リース料

１年内 333,204千円

１年超 306,997千円

合計 640,201千円

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

2  オペレーティング・リース取引

(借主側)

 未経過リース料

１年内 305,489千円

１年超 1,508千円

合計 306,997千円

 

(減損損失について)

  同左

─ 94 ─



(有価証券関係) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

第41期(平成18年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第42期(平成19年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

  

第41期 
（平成18年３月31日）

第42期 
（平成19年３月31日）

 

1 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未払事業税 5,596千円

未払事業所税 7,013千円

投資有価証券評価損 1,700千円

出資金評価損 22,644千円

貸倒引当金繰入 3,981千円

繰越欠損金 121,032千円

その他 30,546千円

繰延税金資産 小計 192,514千円

評価性引当額 △55,908千円

繰延税金資産 合計 136,606千円

 
 

 
 

1 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未払事業税 17,935千円

未払事業所税 10,801千円

投資有価証券評価損 1,700千円

出資金評価損 26,164千円

貸倒引当金繰入 4,303千円

商品評価損 18,984千円

減損損失 7,879千円

その他 12,022千円

繰延税金資産 小計 99,792千円

評価性引当額 △57,182千円

繰延税金資産 合計 42,609千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 551千円

繰延税金負債 合計 551千円

繰延税金資産の純額 42,058千円

 

 

2 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.04 ％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.70 ％

住民税均等割 0.78 ％

税務上の繰越欠損金の増減 △44.41 ％

評価性引当額の増減 △15.20 ％

その他 0.02 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △13.78 ％

2 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。
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(１株当たり情報) 

 
(注) 算定上の基礎 

  

１ １株当たり純資産額 

 
  

 ２ １株当たり当期純利益 

 
  

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 562円82銭 １株当たり純資産額 601円82銭

 １株当たり当期純利益  60円06銭 １株当たり当期純利益 37円44銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

項目
第41期

(平成18年３月31日)
第42期 

(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千
円）

― 5,482,539

普通株式に係る純資産額（千円） ― 5,482,539

普通株式の発行済株式数（株） ― 9,110,000

1株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数（株）

― 9,110,000

項目
第41期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 454,121 330,551

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 454,121 330,551

普通株式の期中平均株式数(株) 7,560,000 8,829,726
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(重要な後発事象) 

 
  

第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当社は、平成18年５月８日付で株式会社ジャスダック

証券取引所から上場承認を受け、平成18年６月７日に株

式会社ジャスダック証券取引所に株式上場をいたしまし

た。株式上場にあたり、平成18年５月８日開催の取締役

会において新株式発行および株式売出を決議し、平成18

年６月６日に払込が完了いたしました。

この結果、平成18年６月６日付で資本金は1,737,237

千円、発行済株式総数は9,110,000株となっておりま

す。

１．新株式発行について

（１）募集方法

一般募集（ブックビルディング方式による募

集）

（２）発行する株式の種類及び数

普通株式 1,550,000株

（３）発行価額

 一株につき 510円

（４）発行価格

        一株につき 700円

  （５）引受価額

    一株につき 654円50銭

 （６）発行価額の総額

    790,500千円

 （７）払込金額の総額

   1,014,475千円

         ─────

（８）資本組入額の総額

   507,237千円

 （９）払込期日

    平成18年６月６日

 （10）配当起算日

    平成18年４月１日

 （11）資金の使途

     300,000千円を設備投資に、300,000千円を運転

資金に、残額を長期借入金の返済に充当する予定

であります。

   

２．株式売出について

 （１）売出株式数

   ①引受人の買取引受による売出し分

    普通株式 1,313,000株

   ②オーバーアロットメントによる売出し分

    普通株式 上限187,000株

 （２）売出価格

 700円

          ─────
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第41期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第42期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（３）売出人および売出株式数

   ①引受人の買取引受による売出し分

    東京都千代田区丸の内二丁目３番１号

    三菱商事株式会社 1,050,000株

    東京都杉並区西荻南二丁目２０番８－３０２号

    有限会社フォーリーブズ 263,000株

   ②オーバーアロットメントによる売出し分

    東京都千代田区丸の内一丁目８番１号

    大和証券エスエムビーシー株式会社

    上限 187,000株

   ①と②の合計上限 1,500,000株

 （４）売出方法

   ①引受人の買取引受による売出し分

    売出価格による一般向けの売出しとし、大和

証券エスエムビーシー株式会社に全株式を買取

引受けさせる。

   ②オーバーアロットメントによる売出し分

    上記１により発行する株式の募集および引受人

の買取引受による売出しに関連して、かかる募集

および当該売出しの需要状況を勘案の上、大和証

券エスエムビーシー株式会社が、当社株主から借

受ける当社普通株式を追加的に売出すものとす

る。

なお、オーバーアロットメントによる売出し

は、需要状況等により一部または全部につき行わ

ない場合がある。

 （５）引受人の対価

    引受手数料は支払わず、これに代わるものとし

て、売出価格と引受価額（引受人より売出人に支

払われる金額）との差額の総額を引受人の手取金

とする。

（６）証券会社申込受付期間

    平成18年５月31日(水曜日)から平成18年６月５

日(月曜日)まで

（７）申込株数単位

    100株

（８）株券受渡期日

    平成18年６月７日(水曜日)

 （９）その他本株式売出しに関して取締役会における

承認が必要な事項は、今後開催予定の取締役会に

おいて決定し、引受契約の締結、その他本株式売

出しに必要な一切の事項については、代表取締役

社長に一任する。

 （10）ただし、上記１において定める発行する株式の

募集が中止された場合には、引受人の買取引受に

よる売出しおよびオーバーアロットメントによる

売出しのいずれも中止される。前記各号について

は、証券取引法による届出の効力発生を条件とす

る。

          ─────
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⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省

略しております。 
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【有形固定資産等明細表】 

  

 
（注）１ 有形固定資産の当期増加額および当期減少額いずれも、有形固定資産の差引当期末残高の5%以下

であるため、「前期末残高」「当期増加額」および「当期減少額」の記載を省略しております。

２ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累 
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 ─ ─ ─ 1,372,575 858,671 50,367 513,903

 車両運搬具 ─ ─ ─ 11,760 10,541 570 1,218

 工具器具及び備品 ─ ─ ─ 96,934 59,140 2,745 37,793

 土地 ─ ─ ─ 20,480 ─ ─ 20,480

有形固定資産計 ─ ─ ─ 1,501,749 928,353 53,684 573,395

無形固定資産

 ソフトウェア 775,518 162,358 74,823 863,053 662,639 82,523 200,414

ソフトウェア仮勘定 45,933 39,670 83,483 2,120 ─ ─ 2,120

無形固定資産計 821,452 202,028 158,307 865,173 662,639 82,523 202,534

長期前払費用 1,150 378 ─ 1,528 1,254 104 273

ソフトウェア 社内基幹システムの開発 116,124千円

販売用パッケージの開発 21,355千円

─ 100 ─



【引当金明細表】 

  

 
(注) 当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額 
(その他) 
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 11,340 4,744 ─ 1,555 14,529
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 2,746

預金

当座預金 71

普通預金 916,428

別段預金 347

預金計 916,847

合計 919,594

相手先 金額(千円)

住商リース㈱ 26,486

ジュジュ化粧品㈱ 2,238

合計 28,724

期日別 金額(千円)

平成19年４月 26,486

平成19年５月 2,238

合計 28,724
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ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 商品 

  

 
  

e 仕掛品 

  

 
  

相手先 金額(千円)

㈱ジェイアール東日本情報システム 712,192

ＮＥＣエンジニアリング㈱ 405,657

ＮＥＣソフト㈱ 196,331

ＩＤＳシェアー・ジャパン㈱ 181,127

日本電気通信システム㈱ 176,449

その他 2,215,002

合計 3,886,759

期首残高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円) 
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

3,730,617 17,450,815 17,294,673 3,886,759 81.7 79.66

区分 金額(千円)

コンピュータ機器 19,109

パッケージソフトウェア 216

合計 19,325

区分 金額(千円)

受託開発ソフトウェア 1,840,770

合計 1,840,770
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f 関係会社株式 

  

 
  

区分 金額(千円)

キーウェア西日本㈱ 209,384

キーウェア九州㈱ 202,767

㈱ＨＢＡ 122,280

キーウェア北海道㈱ 64,653

キーウェアサービス㈱ 50,000

その他 65,000

合計 714,085
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② 負債の部 

a 買掛金 

  

 
  

b １年以内返済予定長期借入金 

  

 
  

ｃ 長期借入金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

キーウェアサービス㈱ 68,068

㈱デジタルサービス 49,245

㈱ブレーン 46,630

セノアコミュニケーションズ㈱ 41,130

キーウェア西日本㈱ 35,028

その他 906,047

合計 1,146,150

借入先 金額(千円)

㈱三井住友銀行 340,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 160,000

合計 500,000

借入先 金額(千円)

㈱三井住友銀行 280,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 120,000

合計 400,000
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券 
 1,000株券 
   100株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数     100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

  株券喪失登録手数料 別途定める金額

単元未満株式の買取また
は買増

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  

当社に親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書およびその添付書類 

 有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)および株式売出し(ブックビルディング方式に

よる売出し)を平成18年５月８日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券届出書の訂正届出書 

 上記(1)に係る訂正届出書を平成18年５月19日、平成18年５月26日および平成18年５月30日関東財務局

長に提出 

  

(3) 臨時報告書 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時 

  報告書を平成18年６月７日関東財務局長に提出 

  

(4) 有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度 第41期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日関東財務局長に提

出 

  

(5）有価証券報告書の訂正届出書 

  上記（4）に係る訂正届出書を平成18年７月３日関東財務局長に提出 

  

(6) 半期報告書 

 事業年度 第42期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年11月29日関東財務局長に

提出 

  

(7）半期報告書の訂正届出書 

 上記（6）に係る訂正届出書を平成18年12月11日関東財務局長に提出 
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

キーウェアソリューションズ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているキーウェアソリューションズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、キーウェアソリューションズ株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月７日に株式会社ジャスダック証券取引所に

株式上場した。株式上場にあたり、平成18年５月８日開催の取締役会において新株式発行および株式売出を

決議し、また、平成18年６月６日に払込を完了した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  口  茂  雄  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  関  口  弘  和  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  紙  谷  孝  雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

キーウェアソリューションズ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているキーウェアソリューションズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、キーウェアソリューションズ株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  口  茂  雄  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  関  口  弘  和  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  紙  谷  孝  雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

キーウェアソリューションズ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているキーウェアソリューションズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第41期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、キーウェアソリューションズ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月７日に株式会社ジャスダック証券取引所に

株式上場した。株式上場にあたり、平成18年５月８日開催の取締役会において新株式発行および株式売出を

決議し、また、平成18年６月６日に払込を完了した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  口  茂  雄  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  関  口  弘  和  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  紙  谷  孝  雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

キーウェアソリューションズ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているキーウェアソリューションズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第42期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、キーウェアソリューションズ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  口  茂  雄  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  関  口  弘  和  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  紙  谷  孝  雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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